
 

財務諸表に対する注記 

 

1． 重要な会計方針 

 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券・・・会計年度末の市場価格等に基づく時価法 

 

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法・・・最終仕入原価法による原価法 

 

(3) 固定資産の減価償却の方法 

① 建物・建物付属設備・備品・・・定率法による減価償却を行い直接法で処理している。 

② ソフトウェア・・・定額法による減価償却を行い直接法で処理している。 

 

(4) 引当金の計上基準について 

① 役員退職給付引当金 

本会の規程に基づく役員の退職給付に備えて、期末退職給付の要支給額に相当する金額

を計上している。 

 

(5) リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の貸借取引に係る方法に準じた会計処理による。 

 

(6) 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税込方式によっている。 

 

 

2． 特定資産の増減額及びその残高 

特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

特定資産     

 緊急時災害時動物救護基金 8,774,292 75 880 8,773,487 

 ＯＡ機器積立金 906,775 18 0 906,793 

 預り保証金引当預金 23,859,600 0 0 23,859,600 

合 計 33,540,667 93 880 33,539,880 

 

  



3． 特定資産の財源等の内訳 

特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 当期末残高 
(うち指定正味財

産からの充当額) 

(うち一般正味財

産からの充当額) 

(うち負債に対応

する額) 

特定資産     

 緊急時災害時動物救護基金 8,773,487 (         0) ( 8,773,487) (         0) 

 ＯＡ機器積立金 906,793 (         0) (   906,793) (         0) 

 預り保証金引当預金 23,859,600 (         0) (         0) (23,859,600) 

合 計 33,540,667 (         0) ( 9,681,067) (23,859,600) 

 

 

4． 担保に供している資産 

該当する資産はありません。 

 

 

5． 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。 

（単位：円） 

科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建    物 76,178,000 62,950,050 13,227,950 

建物付属設備 46,906,540 40,104,012 6,802,528 

備    品 4,779,743 2,956,791 1,822,952 

ソフトウェア 8,617,100 7,543,533 1,073,567 

合 計 136,481,383 113,554,386 22,926,997 

 

 

6． 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高 

（単位：円） 

科 目 債権金額 貸倒引当金の当期

末残高 

債権の当期末残高 

未収入金 14,988,983 0 14,988,983 

合 計 14,988,983 0 14,988,983 

 

 

7． 保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く）等の偶発債務 

保証債務はありません。 

 


